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益田市人権・同和問題基本計画 ＜令和 2 年度事業実績見込み＞    【令和 2 年 12月末現在】 

 

 １ 同和問題  

 

   具体的施策 施策の内容 R2事業計画 R2事業実績見込み 所管課 

① 学校教育の取組 ○すべての学校において、人権・同和教育

を基底に据えた教育活動を推進するとと

もに、進路保障の取組を推進します。 

○各種研修会によって教職員の人権意識を

高めるとともに、同和問題に対する正し

い理解と認識を深め、差別をなくす実践

力を培います。 

○人権・同和教育の視点から授業研修を行う。 

○市教研の人権・同和教育部会と連携し、公開授

業を企画し、教職員の研修の場とする。 

○人権・同和教育研修会を実施する。 

 ・全教職員対象 

 ・主任等対象 

 

○人権・同和教育に係る授業を実施した。 

○児童生徒支援加配推進者による定期的な研修を通した成果を各小

中学校に広げた。 

学校教育課 

②  社会教育の取組 ○各公民館単位で設置している地区人権・

同和教育推進協議会において、差別のな

い明るく住みよい平和な地域の実現をめ

ざし、人権・同和問題研修を積極的に実

施し、地域住民の人権意識の向上に努め

ます。 

〇益田市地区人権・同和教育推進協議会での啓発

活動を支援する。 

〇人権標語啓発塔の改修を行い、地区住民への人

権意識の向上に努める。 

〇益田市地区人権・同和教育推進協議会委員・事務局員講座の開催 

・日時：令和 2年 10月 29日 13：30～15：00 

場所：匹見タウンホール  

内容：「気づこう！身の周りのさまざまな人権課題」 

～誰もが安心して暮らせる地域であるためにコロナ差別を考えよう～ 

講師：元島根県益田教育事務所同和教育指導員 小田川整子氏 

受講者：39名 

 

・日時：令和 2年 11月 19日 13：30～15：00 

場所：ふれあいホールみと 

 内容：「気づこう！身の周りのさまざまな人権課題」 

  ～誰もが安心して暮らせる地域であるためにコロナ差別を考えよう～ 

講師：元島根県益田教育事務所同和教育指導員 小田川整子氏 

受講者：40人 

 

・日時：令和 2年 12月 8日 13：30～15：30 

場所：人権センター 

内容：「ハンセン病問題の現状と課題 20年のあゆみから」 

講師：市民活動養成講座 塾長 福原孝浩氏  

受講者：93名 

 

・日時：令和 2年 12月 11日 17：00～ 

場所：二川公民館 

二川地区人権同和教育推進協議会座談会 

  内容：「人権・同和教育とは何ぞや」 

  講師：人権センター職員 岡田香織氏 

 受講者：7名 

 

〇人権標語啓発塔看板の改修予定（1カ所） 

実施場所：種公民館 

人権センター 
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③ 啓発・広報活動

の推進 

○人権センターを核とし、社会教育団体・

石西地域人権を考える企業等連絡協議

会・NPO法人等と連携し、各種講演会、イ

ベント等を企画し啓発・広報活動に努め

ます。 

〇人権・同和教育講演会や研修会を開催する。 

〇石西地域人権を考える企業等連絡協議会等の

関係機関と連携した啓発活動を実施する。 

〇人権・同和教育に関するパネル展示を開催す

る。 

 

〇講演会を予定していたがコロナウイルス感染防止のため中止と

し、代わりに人権・同和問題に関する DVD を貸し出して視聴研修と

した。 小学校 14校、中学校 7校 

〇人企連へ女性センター主催の研修への周知・参加依頼をした。 

〇差別をなくす強化月間に人権・同和教育に関するパネルを展示し

た。 

・開催期間：6月 23日～7月 3日 

場所：人権センター  

人権センター 

④ 人権センター事

業の充実 

○人権センターは、地域住民のニーズを把

握し、その生活課題に応じて、各種相談

事業、地域福祉事業や人権課題の解決の

ための啓発事業、交流促進事業を総合的

に実施します。 

〇生活総合相談や各種専門機関等の相談会を実

施する。 

〇行政機関等相談担当者ネットワーク会議を開

催し、相談担当者の資質の向上と連携の強化を図

る。 

〇生活環境や近隣住民との人間関係等に関する総合相談が 49件、地

域巡回による相談が 30件。相談内容によっては、各専門機関に引

継いだ。また、専門家による相談についても毎月実施し、相談体

制の充実に取組んだ。 

 

〇行政機関等相談担当者ネットワーク会議の開催（１回） 

各相談担当者の課題解決のための研修会を開催し、相談担当者と

してのスキルアップを図る。 

・日時：2月 16日 

場所：人権センター 

内容：「消費者被害の現状について」 

   ～事例紹介・市内の被害状況など～ 

講師：谷川法律事務所 弁護士 谷川円氏 

 

人権センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 女性  

 

  具体的施策 施策の内容 R2事業計画 R2事業実績見込み 所管課 

① 人権尊重の意識

づくり 

○女性の人権を尊重し、意識を高めるため

の研修会を実施します。 

○男女平等、男女相互理解についての教育

を進めます。 

○性別による固定的な役割分担意識の見直

しなど、男女共同参画に関する理解を深

めるための取組を行います。 

〇男女共同参画週間等でのパネル展示の開催や

男女共同参画通信の発行を行い、男女共同参画

の啓発に努める。 

 

 

 

 

 

〇男女共同参画週間の取組 

・開催期間：6月 23日～7月 3日 

場所：人権センター  

内容：「なるほどジェンダー」 パネル展示、ポスター展示 

〇男女共同参画通信の発行（8月） 

〇企業等に向けた女性の活躍推進リーフレット等の掲示や提供。 

〇第 4次益田市男女共同参画計画の策定  

 ・市民への意識調査結果のまとめ  

人権センター 
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・男女共同参画審議会 3回（内 1回は書面報告） 

 ・男女共同参画計画推進委員会 3回（内 1回は書面報告） 

 ・同部会 5回 

② 女性に対するあ

らゆる暴力根絶

の取組 

○暴力は、重大な人権侵害であり尊厳を傷

つけることを認識し、理解を深めるため

に講演会や研修会を開催します。 

○啓発パンフレットや広報等による啓発を

実施するとともに、デートＤＶ防止等の

未然防止教育を進めます。 

○相談しやすい体制づくりに努め、相談者

への適切な支援を実施するとともに、庁

内外関係機関との連携強化を図ります。 

〇デート DV防止のための研修会を開催する。 

〇「女性に対する暴力をなくす運動」街頭啓発活

動への参加やパンフレット等の配布を行う。 

〇益田圏域の女性に対する暴力対策関係機関連

絡会に参加する。 

〇教職員等を対象とした若年層に対する暴力予防教育実践者研修

の開催予定 

日時：2月 17日 15：00～17：00 

 内容：「一人ひとりが 暴力を生み出さない 許さないために」

（仮） 

島根県教材「ステキな恋愛の法則」 

～デートＤＶを知っていますか？～の活用を通じて～ 

 講師 島根県女性相談センター 主幹 田村貴子 様 

 

人権センター 

 

 

 

 

 

③  働きやすい職場

づくり 

○事業者に対し、職場における男女の機会

均等と待遇の確保、育児・介護休業制度

等について適切な措置が取られるよう関

係機関と連携して情報提供を図り、就労

条件の向上を促します。 

○セクハラやマタハラの防止など働きやす

い職場環境の整備を推進します。 

○仕事と家庭・自分自身のための時間との

調和が保たれ、多様な働き方が選択でき

るようにワーク・ライフ・バランスの実

現に向けた取組を推進します。 

○関係機関からのパンフレットなどを企業や事

業所に配布する。 

○企業等が構成する会の集会等において、働き方

や労働環境に関する情報提供を実施する。 

 

益田鹿足雇用推進協議会会員等に情報提供を行った。 産業支援センター 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  ３ 子ども  

 

     具体的施策 施策の内容 R2事業計画 R2事業実績見込み 所管課 

① 社会みんなで子

育てのよろこび

を分かち合う取

組 

○家庭、地域、学校等それぞれが役割を果

たしながら連携・協力し、子どもたちの

発達段階に応じた健やかな成長を支えら

れるよう保健、医療及び教育体制の構築

を図ります。 

○仕事と子育ての両立ができる職場環境の

確立をめざし、企業等に対する啓発活動

を推進します。 

○乳幼児健診の実施 

 発達段階に応じた健診を実施し、発達状況の確

認や子育て相談を行う。 

○発達クリニック(にじいろ相談室)の実施 

 発達支援を必要とする就学前児童に対し、専門

医師等による相談を実施し、支援方法について

方向付けを行う。 

○子育て世代包括支援センター 

○乳幼児健診を実施した。 

未受診者への声かけや家庭状況把握など、母子保健推進員、保

育所や幼稚園と連携し子どもの発達状況の確認を行った。 

 ・新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、2歳児歯科

健診を中止した為、必要に応じて電話や訪問にて状況確認を行

った。 

○発達クリニック(にじいろ相談室)を実施した。 

 ・実施回数 11回 延 37人（実人員 36人）（R2.⒓月末時点） 

子ども家庭支援課 

子ども福祉課 
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 妊産婦・乳幼児等の状況を継続的に把握し相談

に対応するとともに、必要な支援の調整を行

い、妊娠期から子育て期にわたるまで切れ目な

い支援を提供する。 

○「ますだ子育て応援宣言企業」登録制度の周知

を図り、子どもを安心して産み育てられるため

のまちづくりを推進する。 

○子育て世代包括支援センターにて妊娠期から子育て期にわたり、

継続して支援を行った。 

・母子手帳交付時の全妊婦面談 212件（R2.⒓月末時点） 

 ・支援ケース 80件 （R2.12月末時点） 

 母子手帳アプリ「母子モ♡ますだ」を活用し、保護者へ情報提供

を行った。 

 ・登録件数 402件 （R2.12月末時点） 

 

○「ますだ子育て応援宣言企業」登録制度を推進した。 

 ・宣言企業登録数 29社 

（令和 2年 12月 31日現在） 

・周知方法：ＨＰ、個別訪問・通知、企業連絡会議等への参加等 

② 子どもの権利条

約などの理解促

進 

○学校をはじめ、地域等で子どもの権利条

約などの内容が広く理解されるよう教

育・啓発を進めます。 

○「子どもの権利条約」などについての授業実践

を行い、学習を深める。 

○「子どもの権利に関する条約」啓発資料を活用し、児童生徒の発

達段階に応じて利用した。 

学校教育課 

 

③ 要保護児童等へ

の適切な支援 

○要保護児童対策地域協議会を中心に保

健、医療、福祉、教育などの関係機関と

の連携を図り、虐待を受けている子ども

をはじめとする要保護児童や要支援家庭

の早期発見と適切な支援を行います。 

○虐待防止に関する幅広い啓発を行うこと

によって、地域や関係機関が一体となり、

乳幼児や児童の虐待防止に取組む環境づ

くりを進めます。 

○関係機関との連携による支援 

 支援が必要な児童は、要保護児童対策地域協議

会で関係機関による個別支援検討会議を開催

し、情報共有を行うとともに、支援方針を決定

し、役割分担をしながら連携して支援を行う。 

○リスクのある家庭への早期支援 

 子育てあんしん相談係の体制強化や専門性の

充実を図りながら、虐待やリスクを抱える家庭

を早期に発見し、適切な支援に繋げる。 

○虐待防止に関する啓発 

 11月の児童虐待防止推進月間を中心に、児童

虐待防止に向けた取組を行う。 

○関係機関との連携による支援を行った。 

・要保護児童対策地域協議会の実施状況 

管理ケース：174ケース （R2.12月末時点） 

 代表者会      1回 

 実務者会議     4回 

 個別支援検討会議  86回 

 進行管理会議     9回 

ケース会議     35回 

○リスクのある家庭への早期支援を行った。 

母子手帳交付以降、電話連絡や来庁面談、家庭訪問等を行うこ

とにより状況を確認し適切な支援に繫げている。 

 ・乳児家庭全戸訪問 

  対象数：294件、訪問件数：261件 （R2.12月末時点） 

○虐待防止に関する啓発を行った。 

・児童虐待防止月間に合わせポスター掲示や懸垂幕の掲揚、市民課

窓口設置の広告モニターへの情報掲載、チラシの配布、市広報や告

知端末、児童虐待防止に関する啓発を実施した。 

・学校や幼稚園・保育園を通じて保護者へ虐待防止に関するチラシ

を配布し、啓発に努めた。 

子ども家庭支援課 

④ いじめの未然防

止・早期発見に

向けた取組 

○益田市いじめ防止基本方針を定め、学校

と連携を図り、いじめ防止、いじめ早期

発見及びいじめへの対処に取組んでいき

ます。 

○益田市いじめ防止基本方針（改訂版）の周知と

未然防止・早期発見を図る。 

○アンケート調査・教育相談を推奨する。 

○益田市いじめ防止基本方針（改訂版）に基づいた各校のいじめ防

止方針等を点検した。 

○アンケート調査（アセス(学校環境適応感尺度)等）や教育相談を

実施した。 

 

学校教育課 

⑤ 体罰根絶に向け

た取組 

○体罰は重大な人権侵害であることを教職

員一人一人が認識し人権意識を高めると

ともに、日頃から子どもとの信頼関係の

○「アセス」の実施・分析を行う。 

○年間を通して、定期的に学校訪問を行う。 

○アセスの実施及び分析に係る研修を実施した。 

○アセスの実施及び分析を行った。（年間２回） 

○子どもの人権侵害根絶に向けての校内体制状況についてアンケ

学校教育課 
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構築に努めます。 ートを実施。 

⑥ 子どもの貧困に

対する支援 

○子どもの将来がその生まれ育った環境に

よって左右されることがないよう、また、

貧困が世代を超えて連鎖することがない

よう、保健、医療、福祉、教育など子ど

もに関わる機関が子どもの貧困に対する

視点をもち、早期発見・早期支援に取組

ます。 

 

○子どもの貧困の背景には、保護者等の複

合的な課題があることも認識し、子ども

への支援と同様に保護者等への支援に取

組ます。 

○生活困窮者自立支援を益田市社会福祉協議会

へ委託し実施する。 

○本人、家族等からの相談において、課題・問題

の早期発見及び、関係機関との連携により生活

困窮者の自立に向けた支援を行う。 

○ハローワークと連携を図りながら、生活保護を

受給しているひとり親の就労支援を実施する。 

○生活困窮者自立支援事業 

 ひとり親世帯からの相談件数 10件 

          プラン作成件数 2件 

 関係機関と連携し、生活の見通し、生活向上のための相談・支援

を行った。 

○ひとり親世帯のハローワークとの連携状況 

 ・ひとり親世帯・ハローワーク・生活保護担当との連携 

  支援対象者 2名（延べ相談件数 14件） 

 ・ひとり親世帯・ハローワーク・児童扶養手当受給者との連携 

  支援対象者 18名（延べ相談件数 120件） 

 生活保護受給者等就労自立促進事業において、ひとり親世帯・ハ

ローワーク・生活保護担当及び児童扶養手当担当で連携を行い、

新規就労及び増収に向けた支援を行った。 

福祉総務課 

⑦ 情報モラル教育

の推進 

○インターネットとの正しい関わり方を教

えるとともに、氾濫する情報の中から正

しい情報を主体的に判断し活用できる能

力の育成や向上に努めます。 

○メディア接触と情報モラルの啓発の説明会 

全小中学校保護者 

○児童生徒対象の情報モラル教室 11 校 講

師：吉岡良平氏 

○市情報モラル教育講演会（教職員・保護者） 講

師：吉岡良平氏 

年度当初計画していた東京から講師を招聘しての集合型研修会は，

コロナウイルス感染拡大防止予防のため実施できなかったが，オン

ラインによる研修会を実施した。事前に各校の実態に応じた講演内

容の要望調査を行い，各校のニーズに応えるようにした。 

小学校対象７回，中学校対象７回，ＰＴＡ・地域対象４回 

講師 吉岡良平氏 

学校教育課 

 

 

   ４ 高齢者 

 

   具体的施策 施策の内容 R2事業計画 R2事業実績見込み 所管課 

① 安否確認の体制

整備 

○要援護者に対し、地域住民、地区社協、

自治会等と連携・協力しながら、声かけ

や見守りなどを行います。 

○それぞれの高齢者に適した安否確認の方

法を地域の方や関係機関と共に、検討し

ていきます。 

○日常生活において不安があり、常に見守りを

必要とする高齢者がいる世帯に、緊急通報装置

を貸与する。 

○緊急通報装置の利用者からの相談・通報等に

対し、協力員の協力を得て、24時間体制での

対応を図る。 

○緊急通報装置設置台数：637 

○救急車要請：46件、相談：709件 

 委託業者からの安否確認：7454件 

 

 

（Ｒ2.4～12実績、Ｒ3.1～3推計） 

高齢者福祉課 

② 相談体制の充実 ○地域包括支援センターでは、高齢者の暮

らしを地域でサポートするため、保健師、

社会福祉士、主任介護支援専門員の 3 職

種を配置し、チームアプローチによって

専門的に対応します。 

○民生委員・児童委員と連携し、必要なサ

ービスの情報提供や適切な機関への紹介

等の支援をします。 

○地域包括支援センター運営協議会などの会議

を活用し、今後地域包括支援センターに求めら

れる機能や体制の充実を図る。 

○高齢者のニーズを把握し、適切な支援に結び付

けられるよう地域包括支援センター職員の質

の向上を図る。 

○地域包括支援センターにおける苦情受付対応の確認及び、センタ

ーに関するアンケート調査を実施し、地域包括支援センター運営協

議会へ報告予定。 

 2回開催/年 

○地域包括支援センター連絡会議を開催し、高齢者虐待への対応の

流れの確認や成年後見制度に関する勉強会を開催するなど、相談対

応力の向上に努めた。 

 毎月 1回開催 

高齢者福祉課 
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③ 生きがい活動へ

の支援 

○高齢者の健康といきがいづくりのため、

高齢者やボランティア等が協働して企

画・運営しているサロンを支援します。 

○高齢者自らが行う社会奉仕活動、友愛活

動や健康づくり活動を総合的に支援しま

す。 

○益田市社会福祉協議会の「ふれあい・いきいき

サロン」や、他のサロン等との交流事業を実施

する。 

○サロン事業 

 ・新規サロン 5カ所、継続 74カ所（合計 79カ所） 

 ・益田市社会福祉協議会は、新型コロナウィルスの影響を鑑み、

アンケートによる活動状況の把握を行った。 

福祉総務課 

○家に閉じこもりがちな一人暮らしの高齢者等

に対し、生きがいと潤いのある生活及び心身の

自立の確保を目的とする委託事業を実施する。 

○これまでと同様に健康ますだ市 21 推進協議会、老人クラブ連合

会、益田市社会福祉協議会（継続しているサロン事業）、シルバ

ー人材センター等へ事業を委託し実施した。 

高齢者福祉課 

 

④ 介護予防事業の

推進 

○高齢者が健康や介護予防に関心を持ち、

生活習慣病や認知症等の予防に取組み、

住み慣れた地域で健やかに生活できるよ

うに推進します。 

 

 

○地域特性に応じた介護予防基盤整備のた

め、地域組織や団体と連携し、地域主体

の介護予防を推進します。 

○要介護認定者の方に対して、生活機能の

維持向上のための目標、プラン、サービ

ス提供を行うとともに、定期的に評価、

見直しを図ります。 

○令和元年度に実施した、日常生活圏域ニーズ調

査の結果を分析し、 

 必要な総合事業を検討する。 

○引き続き、健康増進課が主となり「いきいき百

歳体操」を実施し、通いの場を支援し、介護予

防を推進する。 

○医療、介護、予防、その他の生活支援サービス

が必要な個別事例の検討・課題の分析を自立支

援・重症化予防の視点で行い、地域課題の把握

や、包括的かつ継続的な支援体制を構築するこ

とを目的として地域ケア個別会議を実施する。 

○日常生活圏域ニーズ調査結果について、庁内で共有するとともに

各地域包括支援センターとの共有を行った。 

 

○「いきいき百歳体操」を実施している住民主体の通いの場が、市

内 50か所ある。 

 

○地域ケア個別会議 

 ・事例検討 7回/年 

 ・全体会  2回/年 

 ・研修会  1回/年 

 昨年度、助言者（専門職）と事例提供者（ケアマネジャー等）等

と考えた「自立支援」を定義化し、意識しながら事例検討を実施

した。 

高齢者福祉課 

⑤ 認知症への理解

と支援体制の整

備 

○認知症高齢者やその家族を温かく見守る

環境を整えるため認知症への理解や、認

知症高齢者やその家族への理解を深める

研修会等を開催します。 

○冠婚葬祭や介護疲れなどで介護ができな

いときの介護者支援の充実を図ります。 

○認知症高齢者やその家族からの相談に応

じ、適切な医療・介護サービスが受けら

れるよう関係機関の調整を行います。 

○地域の実情に応じて認知症高齢者やその

家族を支えるネットワークづくりを行い

ます。 

○昨年度に継続し、認知症サポーター養成講座を

幅広い世代に働きかけ、認知症への理解促進、

支援方法の周知向上を目指す。また、認知症サ

ポーターに対するフォローアップ講座を企

画・開催する。 

○認知症対応ケア会議を開催し、早期発見・早期

対応のための仕組みやネットワークづくりに

ついて検討する。 

○認知症高齢者家族やすらぎ支援サービスを通

じて介護者支援を行う。 

○認知症ケアパスや認知症初期集中支援チーム

の普及啓発を行い、適切な医療・介護サービス

が利用できる体制を整備する。 

○若年性認知症の方との交流を図り、当事者の気

持ちを理解する。また、コーディネーターによ

る専門職等への支援や障害分野との連携を図

り包括的な支援に繋がるよう努める。 

○認知症サポーター養成講座 

 7回開催、109名の認知症サポーターを養成 

○認知症カフェ交流会 

 1回開催（12月） 

○認知症キャラバンメイト交流会 

 1月に開催予定 

○認知症カフェ・キャラバンメイト合同交流会 

 1回開催（8月） 

○認知症対応ケア会議の開催 

 1回開催（10月）※3月にも開催予定 

○初期集中支援チーム 

 相談件数：1件 

○普及啓発活動 

 地域の健康教室などに出向き、認知症（理解や対応）について

の普及啓発を行った。 

高齢者福祉課 
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⑥ 高齢者の権利擁

護に関する取組 

○高齢者虐待対応ケア会議を開催し、支援

の方向性を明確にし、より専門的な支援

に繋げていきます。 

○高齢者の権利擁護について、周知・啓発、

個人の理解を深めるために参加者に応じ

た研修会を開催します。 

○成年後見制度の利用促進のために申立て

支援や、低所得者に対する成年後見人等

の報酬の助成を行います。 

○地域福祉の担い手として、高齢者の様々

な権利を地域から支えることが期待され

る市民後見人の活動を推進していきま

す。 

○高齢者虐待対応ケア会議を開催し、高齢者虐待

の解消に向けた支援や、防止策の検討を行う。 

○権利擁護に関する研修会の開催を行う。（認知

症の理解や高齢者虐待防止に関する内容など） 

○成年後見制度利用促進のため、必要な場合は市

長申立てを行う等制度利用が適切にできる取

組を実施する。 

○高齢者虐待対応ケア会議を実施。新規案件や継続案件について、

虐待の解消に向けた支援の検討を行った。 

 

○成年後見制度が必要な方に対し、申立人不在など申立てが困難

な場合の支援を行った。 

 ・市長申立件数 9件 

 ・申立支援件数 2件 

高齢者福祉課 

 

⑦ 消費者被害等の

未然防止の取組 

○高齢者をはじめ地域住民に対して、消費

者問題等の理解を深め、消費者被害等の

未然防止につなげるための啓発活動を行

います。 

○消費生活センターへの相談に対して、関

係機関と連携し相談者の支援に努めま

す。 

〇消費者被害の未然防止につなげるため、消費生

活に関する講演会や街頭啓発活動を実施する。 

〇消費者相談を実施し、困難な案件などは県消費

者センター石見地区相談室と連携を行い、相談

者の支援に努める。 

○消費者セミナーの開催（予定） 

日時：2月 16日 14:00～16:00 

場所：人権センター 

内容：「消費者被害の現状について」 

  ～事例紹介・市内の被害状況など～ 

講師：谷川法律事務所 弁護士 谷川円氏 

○街頭啓発活動の実施（予定） 

 時期：2月中旬 

場所：キヌヤ 益田ショッピングセンター店 

〇消費者相談 47件 

人権センター 

 

 

５ 障がいのある人 

 

    具体的施策 施策の内容 R2事業計画 R2事業実績見込み 所管課 

① バリアフリー社

会の実現 

 

○障がいのある人の基本的人権の尊重を基

本とし、障がいのある人に対するあらゆ

る「バリア」を解消し、誰もが安全で安

心して暮らせる地域をめざします。 

○市民一人一人が障がいおよび障がいのあ

る人に対する理解と認識を深めソーシャ

ルインクルージョンを推進し、共に生き

る社会の実現をめざします。 

○益田市障がい者自立支援協議会障がい理解促

進部会で協議検討し、障がいの理解啓発を進め

る。 

○広報、ケーブルテレビ等にて障がいに関する啓

発を進める。 

○ますだ福祉マップの作成 

○障害者差別解消につながるツールづくりを始める 

○手話言語条例に関する事 

・広報（手話の紹介毎月掲載） ・パンフレットの作成配布 

○ケーブルテレビに障害者週間の周知 

障がい者福祉課 

 

 

○市営諏訪住宅 3号棟建設（建築）工事（4戸）

において、1 階住戸（2 戸）をバリアフリー住

宅として整備を行う。（予定工期 R3.1～R3.8） 

計画のとおり実施予定。 建築課 

② 地域生活の支援

体制の充実 

○障がいのある人が自らの選択により、住

み慣れた地域で適切なサービスを受けら

れる体制と入所施設から地域生活への移

行が促進される体制の整備を図ります。 

○個々の障がいに対応したニーズを的確に

○益田市障がい者自立支援協議会を開催し、障が

いのある人の生活を支えるための体制整備等

の協議を行う。 

○市、益田市基幹相談支援センター及び市内相談

支援事業所（5事業所）で毎月相談支援会議を

○益田市障がい者自立支援協議会を 2回（最終的には 3回）開催し、

体制整備の基本となる「安心いきいきプラン」を作成 

○緊急時の対応に備える「地域拠点整備」の事業化へ向け協議を実

施（4月から開始） 

○相談支援会議を毎月開催。地域課題について検討 

障がい者福祉課 
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把握し適切に対応するため、保健・医療・

福祉等関係機関が連携を図ります。 

開催。細やかなサービス提供ができるよう情報

共有を図る。 

③ 自立と社会参加

の促進 

 

○障がいのある人が、その能力を最大限に

発揮し、より充実した社会生活を営むこ

とができるように、教育、福祉、医療、

労働等の各分野の連携を強化しながら、

総合的かつ継続的な支援を推進します。 

○障がいのある人が、社会のあらゆる活動

に参加し、地域において生きがいを持っ

て生活ができるよう、地域における助け

合い、支え合いのシステムの構築を推進

します。 

○益田市障がい者自立支援協議会就労社会参加

支援部会と連携し、就労事業所説明会を実施す

る等就労社会参加の推進を図る。 

○障がい者スポーツ大会開催に協力し、大会への

参加促進を図る。 

（益田市障がい者スポーツ大会については、コロ

ナウイルス感染防止のため秋以降に延期） 

 

○就労支援事業所の利用者を対象にニーズ把握（余暇やスポーツ

サークルなどへ参加希望の有無）等のアンケート調査を実施する

ための準備（Ｒ3年度に集計結果する予定） 

○障がい者スポーツ大会開催は今年度実施しない 

障がい者福祉課 

④ 障がいのある人

の権利擁護の取

組 

○障害者虐待防止法に基づき設置した虐待

相談窓口において、虐待を受けた障がい

のある人と擁護者への支援を行います。 

○障がいのある人への虐待や権利擁護につ

いて、市民に対して意識啓発を図るとと

もに、理解を深めるための取組みを行い

ます。 

○虐待相談窓口、24 時間対応相談専用電話を市

障がい者福祉課内に設置し、支援を実施する。 

〇障がいのある方への虐待防止に向けた取組と

して、パンフレット配布及び相談窓口の情報提

供などの啓発活動を実施する。 

○虐待相談窓口の対応（電話だけではなく来所にて相談もあり） 障がい者福祉課 

 

 

６ 外国人 

   

  具体的施策 施策の内容 R2事業計画 R2事業実績見込み 所管課 

① 差別意識解消の

ための教育・啓

発の推進 

○外国人に対する偏見や差別意識を解消す

るため、学校、地域、職場など様々な場

面で教育・啓発を推進します。 

○益田市在日外国人学校教育基本方針を基

盤とした教育活動を展開し、人権・同和

教育の充実を図ります。 

〇啓発ポスターやチラシ等の設置を行い、啓発に

努める。 

〇外国人の人権について研修会を開催する。 

〇外国人住民向け消費者啓発用リーフレット等を設置した。 人権センター 

 

 

○授業実践を通した啓発を実施する。 ○中学校では社会科の教育課程内に位置づけ指導を行っている。 

○小学校では外国語活動等を通して異文化理解を図る機会を設け

ている。 

学校教育課 

② 多文化共生社会

づくりの推進 

○日本語がわからずに生活に課題があるま

ま地域に居住している外国人の方々を対

象に、日常的な会話や読み書きを習得す

る機会として日本語学級を開催し支援を

行います。 

○市民を対象として異文化に触れる機会を

提供し、多文化理解のための講座を実施

します。 

〇在日外国人を対象にした日本語学級を開催す

る。 

 

 

 

 

 

○毎週日曜日に日本語学級の開催 

 開催日数：29日 

 延受講者数：239人 

指導者：日本語ボランティアグループ ともがき 

人権センター 



 - 9 - 

③ 外国にルーツを

もつ児童生徒へ

の支援 

○日本語サポーターを配置して、対象生徒

の実態に応じて、授業の中で日本語の支

援を行います。 

○日本語について支援の必要な児童・生徒に対す

る日本語支援員の配置を行う。 

〇学校訪問等を中心に、日本語支援員との連携を

図る。 

〇個別に指導計画を作成し、支援の必要な児童・

生徒の個々の状況に応じた支援体制を充実さ

せる。 

 

○日本語指導が必要な児童・生徒が在籍する学校に、1名ずつの支

援員を配置し、個別の指導計画をもとに、児童・生徒の実態に応

じた支援を行う。 

〇日本語支援員の思いを共有したり、学校との連携を図ったりする

ことにより日本語指導の充実を図る。 

学校教育課 

④ 外国人のための

相談体制の充実 

○在住外国人からの相談に対し適切な支援

を行い、相談体制の充実を図ります。 

○行政書士による「外国人に関する無料法

律相談」を紹介します。 

〇外国人サポーターを配置し、連携して支援を行

う。 

〇必要に応じて、「外国人に関する無料法律相談」

を紹介する。   

〇外国人サポーターの配置（1名） 人権センター 

 

 

７ ＨＩＶ感染者・ハンセン病回復者等  

   

    具体的施策 施策の内容 R2事業計画 R2事業実績見込み 所管課 

① 啓発活動及び講

演等の開催 

○人権センター等や学校で開催する講演会

及び研修会において、ＨＩＶ感染者及び

ハンセン病について正しい理解が得られ

るよう啓発活動をします。 

〇パネル展示等の啓発活動を実施する。 

 

〇ハンセン病問題に関する啓発資料の展示の開催 

内容：パネル展示 

展示期間：6月 22日～26日 

場所：人権センター 

 

〇講演会 

・日時：令和 2年 12月 8日 13：30～15：30 

場所：人権センター 

内容：「ハンセン病問題の現状と課題 20年のあゆみから」 

講師：市民活動養成講座 塾長 福原孝浩氏  

受講者：93名 

人権センター 

 

 

８ 北朝鮮当局による拉致問題等  

 

   具体的施策 施策の内容 R2事業計画 R2事業実績見込み 所管課 

① 啓発・広報の推

進 

○国、県と連携・協力して、情報の共有を

図り、拉致問題その他北朝鮮当局による

人権侵害問題について関心と認識を深め

る啓発・広報などに取組ます。 

〇北朝鮮拉致問題に関する取組の支援を行う。 

〇益田ひろみさんをさがす会と連携し、パネル展

示を開催する。 

〇「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」に啓発パネルの展示を開催。 

 展示期間：12月 10日～16日 

 場所：人権センター 

人権センター 

 

 

 

 

② 学校教育の取組 ○児童生徒の発達段階等に応じて、拉致問

題等に対する理解を深めるための取組み

を推進します。 

○授業実践により理解を深める。 ○映像資料を活用した拉致問題に係る学習を各小中学校に周知、依

頼した。 

学校教育課 
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   ９ 犯罪被害者等 

 

 具体的施策 施策の内容 R2事業計画 R2事業実績見込み 所管課 

① 意識啓発の推進 ○社会全体で犯罪被害者等を支援していく

という気運を醸成し、犯罪被害者等の人

権について正しい理解と認識を深める啓

発に取組ます。 

〇啓発チラシの配布や情報提供を行い、啓発に努

める。 

啓発チラシ等配布予定。 人権センター 

② 関係機関との連

携 

○国、県、警察等と連携を図りながら、被

害者に対する支援を行います。 

〇研修会や会議等を開催し、相談体制の充実を図

る。 

実績なし。 人権センター 

 

１０ インターネットによる人権侵害  

 

 具体的施策 施策の内容 R2事業計画 R2事業実績見込み 所管課 

① 意識啓発の推進 ○情報化社会がもたらす影響について、正

しい知識の普及を図るとともに、利用者

の責任やモラルに関する啓発を進めま

す。 

○情報化社会における正しい判断や関わり

方について周知するとともに、情報化社

会で安全に生活できるための危険回避の

方法やセキュリティの知識・技術、健康

への意識の向上に努めます。 

〇啓発チラシの配布や情報提供を行い、啓発に努

める。 

 

〇啓発チラシ等配布予定。 

 

〇インターネットモニタリング研修に参加。2名 

人権センター 

  

 

  １１ 様々な人権課題 

 

①アイヌの人々   ②刑を終えて出所した人   ③ホームレスに対する差別   ④性的指向を理由とする差別 

⑤性同一性障害を理由とする差別   ⑥人身取引による人権侵害   ⑦東日本大震災に起因する差別 

上記に係る人権課題や新たな人権課題などについても、それぞれの問題状況に応じて、その解決に向けた取組について検討を行います。 


